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研究要旨 

【目的】 

都道府県において、平成30年度からの第３期医療費適正化計画を実施するに当たって、

実施状況の継続的な把握およびPDCAサイクルの実践に向けた取り組みが必要である。しか

し、データ分析に基づくPDCAサイクルの実践のノウハウは十分に蓄積されていない。そこ

で本研究では、どの都道府県においても十分に高い質でのデータ分析に基づいたPDCAサイ

クルの展開と計画の推進ができるよう、国から提供しているレセプト情報・特定健診等情

報データベース（NDB）を詳細に集計したデータセット（提供データセット）、NDBオープ

ンデータ、国保データベース(KDB)システムを含む健診・医療等の情報の活用方法について

提案するとともに、地域においてデータを活用したPDCAサイクルの実践ができる人材育成

方法を開発することを目的とする。 

【方法】 

 以下の３つの分担研究を進めた。 

（１）都道府県医療費適正化計画に係るデータ分析のための教材・ツール類の開発に関す

る研究 

 提供データセットおよび公的調査統計等を用いた見える化教材・ツール類を開発した。 

（２）都道府県医療費適正化計画推進のためのデータ活用マニュアルの開発 

 上記１で作成した見える化データの具体的な読み解き方を手順書の形で整理したマニュ

アルを作成した。 

（３）レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を活用した糖尿病関連の診療行

為と医療費の都道府県別地域差分析 

 NDBを用いた具体的な分析方法を例示した。 
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【結果】 

（１）（２）提供データセットの見える化資料、国保データベース(KDB)システムの経年分

析ツール、都道府県・市区町村別・死因別SMRの経年推移の要約図を作成、また、医療費適

正化計画の実施状況の継続的な把握と評価のためのデータ活用方法を手順書の形でマニュ

アル化した。両者を併せて使うことで、医療費適正化計画のPDCAサイクルのためのデータ

活用が推進されることが期待される。 

（３）平成26年患者調査のデータおよび第2回NDBオープンデータを使用して、都道府県差

の要因を抽出し、人口当たり糖尿病医療費との関係を評価する方法を具体的に示した。人

口当たり糖尿病医療費の都道府県差の要因として、受療率の他、DPP-4阻害薬処方箋料やSU

薬後発医薬品の使用量が関与していることが考えられた。 
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Ａ．研究目的 
都道府県において、平成 30 年度から第３

期医療費適正化計画を実施するに当たって、

実施状況の継続的な把握及び PDCA サイク

ルの実践に向けた取り組みが必要である。

しかし、データ分析に基づく PDCAサイクル

の実践のノウハウは十分に蓄積されていな

い。そこで本研究では、どの都道府県にお

いても十分に高い質でのデータ分析に基づ

いた PDCA サイクルの展開と計画の推進が

できるよう、国から提供しているレセプト

情報・特定健診等情報データベース（NDB）

を詳細に集計したデータセット（提供デー

タセット）を含む健診・医療等の情報の活

用方法について提案するとともに、地域に

おいてデータを活用した PDCA サイクルの

実践ができる人材育成方法を開発すること

を目的とする。 
 
Ｂ．方法 
本研究の最終成果物は、データ活用マニ

ュアル（人材育成プログラムを含む）およ

び関連するツール・教材の開発であること

から、以下の３つのテーマについて研究を

進めた。 
【１】都道府県医療費適正化計画に係るデ

ータ分析のための教材・ツール類の開発に

関する研究 
 以下の視点から、提供データセット及び

公的調査統計等のデータを用いて見える化

資料を作成した。 
Ⅰ．予防できる疾患を予防する 
（１）死因別死亡とリスク因子の特徴を把

握する 
①死因別標準化死亡比(SMR)の特徴把握 
②リスク因子の特徴要約 
（２）入院・外来別、全疾病および疾病別

医療費の特徴を把握 

①疾病別医療費の特徴 
②保険者別医療費の特徴 
③経年推移の確認 
Ⅱ．後発医薬品の数量シェアを改善する 
（１）後発医薬品の数量シェアを保険者別

に把握 
（２）後発医薬品の数量シェアを薬効別に

把握 
（３）後発医薬品の切替後薬剤費を保険者

別に把握 
（４）後発医薬品の切替後薬剤費を薬効別

に把握 
【２】都道府県医療費適正化計画推進のた

めのデータ活用マニュアルの開発 
 上記【１】で作成した見える化データの

具体的な読み解き方を、以下の視点から手

順書の形で整理したマニュアルを作成した。 
Ⅰ．予防できる疾患を予防するためのデー

タ分析の進め方 
（１） 各種データの相互関係（上下関係）

を認識する 
（２）平均寿命・健康寿命・死因別死亡・

リスク因子・生活習慣の概要を把握する 
（３－１）疾病別医療費の特徴と課題を把

握する 
（３－２）保険者別医療費の特徴と課題を

把握する 
（４）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する 
Ⅱ．後発医薬品の数量シェアを改善するた

めのデータ分析の進め方 
（１）後発医薬品の数量が大きく数量シェ

アが低い保険者・薬効を確認する 
（２）後発医薬品の切替効果額が大きい保

険者・薬効を確認する 
（３）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する 
 本マニュアルの開発に当たっては、都道
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府県の医療費適正化計画担当者向けにワー

クショップを開催し、見える化資料の解説

と読み解きのグループワークを行い、デー

タ活用法に関する意見を収集し、それを踏

まえてデータ活用マニュアルを改良し完成

させた。 
【３】レセプト情報・特定健診等情報デー

タベース（NDB）を活用した糖尿病関連の

診療行為と医療費の都道府県別地域差分析 
 平成 26 年患者調査の統計表にて都道府

県別の糖尿病患者受療率を抽出した。第 2
回 NDB オープンデータの医科入院外レセ

プトより「医学管理等（都道府県別算定回

数）」の集計表から都道府県別の糖尿病透析

予防指導管理料を抽出した。また、調剤レ

セプトより「内服（外来（院外）都道府県

別薬効分類別数量）」の集計表から、ジペプ

チジルペプチダーゼ-4 （DPP-4）阻害薬の

処方箋料、スルホニル尿素薬（SU 薬）後発

医薬品の使用割合について分析した。なお、

本研究では NDB オープンデータが公表対

象としているデータのみを解析した。都道

府県別人口は平成 27 年国勢調査の値を使

用した。人口当たり糖尿病医療費と各要因

との関係を評価するために相関分析を行っ

た。 
 
Ｃ．結果 
【１】都道府県医療費適正化計画に係るデ

ータ分析のための教材・ツール類の開発に

関する研究 
方法で示した全ての見える化資料（PDF

ファイル約 2 万 8 千件およびエクセルツー

ル）を作成した。 
【２】都道府県医療費適正化計画推進のた

めのデータ活用マニュアルの開発 
 ワークショップには、36 道府県から 64
名の参加があった。グループワークで作成

したワークシートおよび終了時アンケート

による意見収集を行い、データ活用マニュ

アルを改良・完成させた。ワークショップ

の講義・演習内容は、ビデオ教材として編

集・作成し、見える化教材と併せて都道府

県での研修等に使えるように DVD に収録

した。 
【１】【２】は全て DVD に収録して都道

府県に送付し、提供データセット以外の資

料やツール類（KDB の見える化ツール等）

は、国立保健医療科学院ホームページ「地

方自治体における生活習慣病関連の健康課

題把握のための参考データ・ツール集」に

掲載する。（下記 URL） 
https://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/
datakatsuyou/ 
【３】レセプト情報・特定健診等情報デー

タベース（NDB）を活用した糖尿病関連の

診療行為と医療費の都道府県別地域差分析 
 糖尿病患者受療率と人口当たり糖尿病医

療費の相関分析では、両者には高い正の相

関が認められた。各都道府県において、35
歳以上の推計患者数の割合は全年齢の推計

患者数の 0.97 以上を占めていた。人口当た

り DPP-4 阻害薬処方箋料と糖尿病医療費

の間に正の相関が認められた。40 歳以上に

処方された割合は 0.99 であった。SU 薬後

発医薬品割合と糖尿病医療費との間には負

の相関が認められた。人口当たり糖尿病透

析予防指導管理料と糖尿病医療費には、相

関は認められなかった。40 歳以上の指導管

理料の割合は 0.98 であった。 
 
Ｄ．考察 
データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法

整備等も含む）。２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム

等の利用）。３．最適な「解析」を行う（疫
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学・統計学理論に基づく）。４．解析結果を

「解釈（分析）」する（医学知識など保健医

療分野の専門知識が必要）の４段階が必要

であろう。NDB の提供データセットはこれ

らのうち、１と２を実現するものであり、

３と４を進めるためには見える化や読み解

きのノウハウを蓄積してマニュアル等を作

成し、活用のための人材育成プログラムを

提供していく必要がある。分担研究【１】

で作成した各種見える化資料は３を担うも

のであり、【２】で作成した「データ活用マ

ニュアル」は４の段階を担うものである。

両者を併せて活用することで、都道府県医

療費適正化計画のＰＤＣＡ推進のためのデ

ータ活用が推進されることが期待される。

また、NDB オープンデータでも膨大な情報

が提供されており、分担研究【３】を参考

にして、活用事例が広がっていくことが望

まれる。

Ｅ．結論

NDB の提供データセット及び公的調査

統計等のデータを用いて見える化資料を作

成し、具体的な読み解き手順を整理した「都

道府県医療費適正化計画推進のためのデー

タ活用マニュアル」を作成した。NDB オー

プンデータの活用事例を示した。これらを

併せて活用することで、都道府県医療費適

正化計画のＰＤＣＡ推進のためのデータ活

用が進むことが期待される。
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都道府県医療費適正化計画に係るデータ分析のための 

教材・ツール類の開発に関する研究 
 

研究分担者 横山 徹爾（国立保健医療科学院 生涯健康研究部） 
 吉村 健佑（千葉大学医学部附属病院 病院経営管理学研究センター） 

 
研究要旨 
第３期医療費適正化計画では、PDCA サイクルの強化による計画の実効性強化を図る

という観点から、毎年度の進捗状況管理を導入して、行動目標及び医療に要する費用の目

標を継続的にモニタリングするとともに、目標に対して実績が不十分な場合にはその要

因分析と対策の実施を行う必要がある。国からはレセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（NDB）を詳細に集計したデータセット（提供データセット）を都道府県に提供す

る予定であるが、その活用の方法論は確立されていない。そこで本分担研究では、医療費

適正化計画の実施状況の継続的な把握と評価のためのデータ活用方法およびそれを容易

にするための教材・ツール類の開発に取り組んだ。提供データセットの見える化資料、国

保データベース(KDB)システムの経年分析ツール、都道府県・市区町村別・死因別 SMR
の経年推移の要約図を作成した。開発した教材・ツール類と別途作成した「データ活用マ

ニュアル」と併せて使うことで、医療費適正化計画の PDCA サイクルのためのデータ活

用が推進されることが期待される。 

 
Ａ．研究目的 
 第３期医療費適正化計画では、PDCA サ

イクルの強化による計画の実効性強化を図

るという観点から、毎年度の進捗状況管理

を導入して、行動目標及び医療に要する費

用の目標を継続的にモニタリングするとと

もに、目標に対して実績が不十分な場合に

はその要因分析と対策の実施を行う必要が

ある。国からはレセプト情報・特定健診等情

報データベース（NDB）を詳細に集計した

データセット（提供データセット）を都道府

県に提供する予定であるが、その活用の方

法論は確立されていない。 
データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法整

備等も含む）、２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム等

の利用）、３．最適な「解析」を行う（疫学・

統計学理論に基づく）、４．解析結果を「解

釈（分析）」する（医学知識など保健医療分

野の専門知識が必要）の４段階が必要であ

る。このうち、１と２については近年、NDB
や KDB の整備により充実してきているが、

３と４が進まなければデータ活用を進める

ことは難しい。 
そこで本分担研究では、医療費適正化計

画の実施状況の継続的な把握と評価のため

のデータ活用を容易にするために、これら

４段階のうち、３に相当する提供データセ

ットやその他の公的調査統計等を見える化
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するための教材・ツール類の開発を行うこ

とを目的とする。 
なお、４については分担研究「都道府県医

療費適正化計画推進のためのデータ活用マ

ニュアルの開発」で検討する。 
 
Ｂ．方法 
利用目的に応じて、以下の分類で見える

化資料・ツール類を作成した。どの都道府県

でもデータ活用が進むように、特殊なデー

タ分析技術がなくても利用できるものとし

た。 
【１】予防できる疾患を予防する 
（１）死因別死亡とリスク因子の特徴を把

握する 
①死因別標準化死亡比(SMR)の特徴把握 
 人口動態統計の死因別 SMR は地域の健

康状態に関する上位の指標であり、特に後

期高齢者医療との関係も深いと考えられる

ことから、医療費と連動して分析すること

が望まれる。しかし、都道府県・市区町村別

の SMR は厚生労働省が５年に一度公表し

ているものの、平成 20～24 年のデータをプ

ールしたものが最新であり、死因が限定的

であり、経年的な推移は把握しにくい。そこ

で、都道府県・市区町村別に 18 死因につい

て 10年間の SMR の推移を図示して教材と

した。 
 使用したデータは、全て e-Stat（政府統

計の総合窓口）より入手した。死亡数は、各

年の人口動態統計「性・死因(選択死因分類)・
都道府県・市区町村別死亡数」および「性・

年齢（５歳階級）・死因（死因簡単分類）別

死亡数（全国）」、性・年齢別人口は、各年の

「住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村

別）」、市町村合併情報は「廃置分合等情報

（2016 年 1 月 7 日現在）」を用いた。 
 国で公表している市区町村別 SMR は、

その年の全国を基準(=100)としているため、

経年的な推移を見る際には注意を要する。

例えば、全国の脳血管疾患年齢調整死亡率

は低下傾向にあるため、ある市の SMR が

ずっと 110 で推移したとすると、全国と同

じペースで低下していることを意味する。

そのため、その市の脳血管疾患年齢調整死

亡率の推移を把握したい場合には、その年

の全国を基準とするのではなく、基準とす

る年次を固定しておく必要がある。そこで、

各年の全国を基準（=100）としたものと、

2010 年の全国を基準（=100）としたものの

２種類を作成した。さらに、人口の小さな自

治体では毎年の偶然変動による SMR の増

減が大きいため、95%信頼区間および死亡

数を示すとともに、ポアソン回帰によりス

ムージング（回帰曲線のフィッティング）を

行い、10 年間の増減傾向の検定結果も示し

た。 
SMR は年齢調整したうえでの死因別死

亡率の対全国比で表されるので分かりやす

いが、SMR が大きくても死亡数が少なけれ

ば、対策の優先度は低いかもしれない。そこ

で、SMR と死亡数を同時に示して視覚的に

把握しやすい図表を作成した。すなわち、棒

グラフの長さを SMR、棒の太さを期待死亡

数とすることで、棒の面積が実際の死亡数

を表すため、長さと面積で死因別死亡の状

況が直感的に把握しやすい。 
②リスク因子の特徴要約 
健康指標について都道府県差を比較する

際には、一般にその統計調査で算出される

指標値（死亡率、受療率等）をそのまま用い

るか、都道府県別順位で示すことが多い。し

かし、各指標値は単位やスケールが異なる

ため、多数の指標を同時に比較するのが難

しく、全国値を 100 とした場合の相対値で

示されることもあるが、都道府県差をどの
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程度意味しているのかは直感的に理解しに

くい。一方、都道府県別順位は、全国での順

序的な位置づけが分かりやすいという長所

がある反面、例えば１位と２位の差がどの

程度大きいのか（あるいは小さいのか）は分

からない。 

 そこで、単位やスケールが異なる指標で

あっても、全国の都道府県間での位置づけ

が分かりやすく、また、多数の指標を同時に

認識しやすいように、以下のようにＺスコ

ア（いわゆる偏差値）を算出して図示した。 

都道府県別指標を𝑥𝑥𝑖𝑖  (𝑖𝑖 = 1,2, . . ,47)、標準

誤差をε𝑖𝑖とする。𝑥𝑥𝑖𝑖の平均�̅�𝑥と標準偏差𝑠𝑠を計

算し、Ｚスコア、 

𝑧𝑧𝑖𝑖 = (𝑥𝑥𝑖𝑖 − �̅�𝑥)/𝑠𝑠 
を算出する。𝑥𝑥𝑖𝑖が正規分布に従うとき、𝑧𝑧𝑖𝑖は
都道府県別指標の分布における位置を表し、

例えば、𝑧𝑧𝑖𝑖 = 2.0ならば上位 2.5%点に相当す

る。ただし、𝑥𝑥𝑖𝑖に極端な外れ値がある場合、

𝑧𝑧𝑖𝑖の意味は解釈しにくい。例えば、特定健診

の肥満者の割合は沖縄県が極端に高いため、

第２位の県の𝑧𝑧𝑖𝑖は非常に小さくなり肥満者

割合が高いことを見落としてしまう恐れが

ある。そこで、両側 0.3%の外れ値に相当す

る|𝑧𝑧𝑖𝑖| > 3の県を除外して平均�̅�𝑥′と標準偏差

𝑠𝑠′を計算し、外れ値の影響を補正したＺスコ

ア、 

𝑧𝑧′𝑖𝑖 = (𝑥𝑥𝑖𝑖 − �̅�𝑥′)/𝑠𝑠′ 
を計算することとする。以下、𝑧𝑧′𝑖𝑖を単にＺ

スコアと呼ぶ。いわゆる偏差値=Ｚスコア×

10+50である。Ｚスコアの解釈は、おおむね、

以下の通りである。 

 ±0.5 全国都道府県でほぼ平均的 

  ±1.0 上（下）位６分の１ 

 ±2.0 ほとんどトップ 

  ±3.0 突出している 

多数の指標のＺスコアを並べて比較する

際には、読みやすいように、「望ましくない

値を正方向」、「望ましい値を負方向」という

ように統一し、必要に応じて符号を反転さ

せる。 

健康指標としては、都道府県別に公表さ

れている以下の統計資料等を用いた。①平

均寿命（平成 27 年都道府県別生命表）、②

健康寿命（厚生労働省研究班・平成 28 年国

民生活基礎調査に基づく推計）、③死因別年

齢調整死亡率（人口動態特殊報告・平成 27
年都道府県別年齢階級別死亡率）、④疾患別

入院・外来年齢調整受療率（平成 26 年患者

調査）、⑤特定健診によるリスク因子・生活

習慣等の年齢調整割合（第２回ＮＤＢオー

プンデータ）。 
 
（２）入院・外来別、全疾病および疾病別医

療費の特徴を把握 
①疾病別医療費の特徴 
都道府県や保険者別に疾病別医療費を比

較する際には、１人あたり医療費が全国に

比べて何倍か（倍率）、および他の疾患と比

べて医療費がどのくらい大きいか（絶対量）

の視点がある。前者を年齢調整して算出し

た指標は標準化比や地域差指数とも呼ばれ

る（本研究では標準化比と呼ぶ）。疾病別医

療費の特徴を把握するために、標準化比は

対全国の倍率で表されるので分かりやすい

が、標準化比が大きくても医療費の絶対量

が小さければ、医療費適正化の観点からは

優先度が低いとも考えられる。そこで、疾病

別医療費の標準化比と絶対量を同時に示し

て視覚的に把握しやすい図表を開発した。

すなわち、棒グラフの長さを標準化比、棒の

太さを期待医療費とすることで、棒の面積

が医療費の絶対量を表すため、長さと面積

で直感的に把握しやすくなる。 
標準化比は男女別に間接法により以下の

式で算出した。 
𝑌𝑌 当該保険者等の一人当たり医療費 
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𝑃𝑃𝑖𝑖 当該保険者等の年齢階級𝑖𝑖の加入者数 
𝑦𝑦𝑖𝑖 全国の年齢階級𝑖𝑖の一人当たり医療費 

標準化比 =
𝑌𝑌

∑(𝑦𝑦𝑖𝑖 ∙ 𝑃𝑃𝑖𝑖)
× 100 

この計算には提供データセットを用いた。

また、国保（市町村国保、国保組合）と後期

高齢者医療は、国保データベース(KDB)シ
ステムの「疾病別医療費分析」のデータを用

いて同様の図表を作成できるツールを開発

した。協会けんぽは、独自に公表している

「加入者基本情報、医療費基本情報」を用い

て同様の図表を作成した。 
②保険者別医療費の特徴 
前記①と同様に、医療費（総額・疾病別）

の保険者別内訳を標準化比と絶対量の両者

で視覚的に把握できる図表を作成した。こ

の計算には提供データセットを用いた。 
③経年推移の確認 

国保では、KDB システムの「疾病別医療

費分析」のデータを用いて、年齢調整の有無

別に疾病別医療費の４年間の経年推移を図

にすることができるツールを開発した。協

会けんぽでは、「加入者基本情報、医療費基

本情報」を用いて、47 支部別に疾病別標準

化比等の８年間の経年推移を図表にした。

提供データセットは単年度分のため、経年

推移の図表作成はできなかった。 
【２】後発医薬品の数量シェアを改善する 
（１）後発医薬品の数量シェアを保険者別

に把握 
 後発医薬品の数量シェアを保険者別に把

握するためには、数量シェアを割合（％）で

表すだけでなく、総量でも比較することで、

どの保険者が数量シェアに大きな影響を及

ぼしているかが分かりやすいと考えられる。

そこで、棒グラフの長さを数量シェア（％）、

棒の太さを数量とすることで、棒の面積が

後発医薬品の絶対量を表すため、長さと面

積で視覚的に把握しやすい。 

（２）後発医薬品の数量シェアを薬効別に

把握 
前記（１）と同様に、棒グラフの長さを数

量シェア（％）、棒の太さを数量として、薬

効別に図示した。これにより、どの薬効の数

量が大きく数量シェアが低いかが視覚的に

把握しやすい。 
（３）後発医薬品の切替後薬剤費を保険者

別に把握 
同様に、棒グラフの長さを切替後薬剤費

（薬価最大・最小）、棒の太さを切替前薬剤

費として、保険者別に図示した。これによ

り、どの保険者で切替後薬剤費が大きく低

下するかが視覚的に把握しやすい。 
（４）後発医薬品の切替後薬剤費を薬効別

に把握 
同様に、棒グラフの長さを切替後薬剤費

（薬価最大・最小）、棒の太さを切替前薬剤

費として、薬効別に図示した。これにより、

どの薬効の薬剤で切替後薬剤費が大きく低

下するかが視覚的に把握しやすい。 
 
Ｃ．結果 
【１】予防できる疾患を予防する 
（１）死因別死亡とリスク因子の特徴を把

握する 
①死因別標準化死亡比(SMR)の特徴把握 
図 1-1-①上段のように、死因別 SMR の

10 年間の経年推移の図を、全都道府県・市

区町村×18 死因×男女別に作成した（１自

治体あたり 12 頁）。一部の都道府県に研修

教材として提供し市区町村に配布されてい

る。 
 また、図 1-1-①下段のように、全都道府

県・市区町村の死因別 SMR（平成 20～24
年）の特徴を、SMR と死亡数で同時に図示

し、重要な死因の把握に役立つツールを提

供した。 
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②リスク因子の特徴要約 
図 1-1-②のように、都道府県別に、平均

寿命、健康寿命、不健康期間、死因別年齢調

整死亡率、特定健診でのリスク因子と生活

習慣等について、全国での位置づけをＺス

コア（偏差値）で図示し、特徴が一目で把握

しやすくなった。 

 
（２）入院・外来別、全疾病および疾病別医

療費の特徴を把握 
①疾病別医療費の特徴 
提供データセットを用いて、図 1-2-①の

ように、各都道府県で、入院・入院外等別に、

疾病別医療費の内訳を、全国=100 とした場

合の標準化比（棒の長さ）と医療費の額（棒

の面積）で表すことで、どの疾病による医療

費が多く標準化比が高いのかが一目で把握

できるようにした（１都道府県あたり 8 頁）。

また、市区町村（国保・後期）では KDB を

用いて簡単に同様の図を作成できるツール

を提供した。協会けんぽでも独自に公表し

ているデータを加工して 47 支部別に同じ

図を作成した。健康保険組合は、提供データ

セットの当該箇所では表章されないため、

同様の分析はできなかった。 
②保険者別医療費の特徴 
提供データセットを用いて、図 1-2-②の

ように、各都道府県で、入院・入院外等別に、

保険者別（市区町村、国保組合、被用者保険）

医療費の内訳を、全国=100 とした場合の標

準化比（棒の長さ）と医療費の額（棒の面積）

で表すことで、どの保険者で医療費が多く

標準化比が高いのかが一目で把握できるよ

うにした。これらの図は社会保険表章用疾

病分類を一部併合した 78 疾患毎に作成し

た（１都道府県あたり 624 頁）。また全国の

視点から都道府県別医療費の内訳（保険者

の部分を都道府県にしたもの）の図表も作

成した。 
③経年推移の確認 
 図 1-2-③のように、都道府県・市区町村

国保で、KDB を用いて、入院・外来別、疾

患別（生活習慣病等 13 疾患）に、レセプト

件数と点数の４年間の標準化比の推移を簡

単に作図できるツールを開発した。 
また、協会けんぽが独自に公表している

データを加工して、47 支部別に、入院・外

来別、疾患別（主要な 42 疾患）に、レセプ

ト件数・点数の標準化比の８年間の推移を

図にした。 
 
【２】後発医薬品の数量シェアを改善する 
（１）後発医薬品の数量シェアを保険者別

に把握 
図 2-1 のように、提供データセットを用

いて、各都道府県で、入院・入院外＋調剤別

に、後発医薬品の数量シェアの保険者別内

訳を、数量シェア（％）（青い棒の長さ）と

数量の値（棒の面積）で表し、全国（ピンク

色）と比較できるようにした。保険者は、市

区町村国保・後期、国保組合、協会けんぽ、

個々の健保組合・共済組合等の別とし、数量

の大きい順にソートし、一部の小規模保険

者は併合し、各都道府県内のどの保険者で

数量が大きく数量シェアが低いのかが一目

で把握できるようにした（対応する数値表

も作成）。これらの図表は総計及び薬効中分

類・小分類毎で作成した（１都道府県あたり

76頁）。 
（２）後発医薬品の数量シェアを薬効別に

把握 
図 2-2 のように、提供データセットを用

いて、各都道府県で、入院・入院外＋調剤別

に、後発医薬品の薬効中分類・小分類別数量

シェアの内訳を、数量シェア（％）（青い棒

の長さ）と数量の値（棒の面積）で表し、全
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国（ピンク色）と比較できるようにした。各

都道府県内ではどの薬効の医薬品で数量が

大きく数量シェアが低いのかが一目で把握

できるようにした（対応する数値表も作成）。

これらの図表は各都道府県別・保険者毎（市

区町村国保・後期、国保組合、協会けんぽ、

個々の健保組合・共済組合等）に作成した

（１保険者あたり 2頁）。 

（３）後発医薬品の切替後薬剤費を保険者

別に把握 
 図 2-3 のように、提供データセットを用

いて、各都道府県で、入院・入院外＋調剤別

に、後発医薬品の保険者別切替後薬剤費の

内訳を表した（濃い棒が薬価最小、薄い棒が

最大）。各都道府県内ではどの保険者で切替

効果が大きいのかが一目で把握できるよう

にした（対応する数値表も作成）（１都道府

県あたり 76 頁）。 
（４）後発医薬品の切替後薬剤費を薬効別

に把握 
図 2-4 のように、提供データセットを用

いて、各都道府県で、入院・入院外＋調剤別

に、後発医薬品の薬効別切替後薬剤費の内

訳を表した（濃い棒が薬価最小、薄い棒が最

大）。各保険者ではどの薬効の医薬品で切替

効果が大きいのかが一目で把握できるよう

にした（対応する数値表も作成）（１保険者

あたり 2 頁）。 
 
Ｄ．考察 
 データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法整

備等も含む）。２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム等

の利用）。３．最適な「解析」を行う（疫学・

統計学理論に基づく）。４．解析結果を「解

釈（分析）」する（医学知識など保健医療分

野の専門知識が必要）の４段階が必要であ

ろう。NDB の提供データセットはこれらの

うち、１と２を実現するものであり、３と４

を進めるためには見える化や読み解きのノ

ウハウを蓄積してマニュアル等を作成し、

活用のための人材育成プログラムを提供し

ていく必要がある。本分担研究で作成した

各種見える化資料は３を担うものであり、

別途作成したデータ活用マニュアルの教材

として活用することで、４の段階が推進さ

れることが期待される。 
都道府県・市区町村別、死因別 SMR の経年

推移と特徴把握 
 都道府県医療費適正化計画に限らず、市

区町村国保のデータヘルス計画、健康増進

計画など、死因別 SMR の経年推移を市区

町村単位で把握することは、地域の健康課

題を明確化して対策を検討するために重要

な基本事項である。特に、死亡の多くは高齢

者で発生することから、後期高齢者医療と

死因別 SMR の関係は深いことが予想され、

医療費分析の結果を解釈しやすくするため

に、死因別 SMR の動向にも注視すること

が望ましいと考える。本研究で作成した経

年推移の図は、国や県と比較しながら市区

町村の動向を視覚的に把握しやすく、完成

された図として提供されることからも、自

治体において容易に活用可能であろう。 
NDB の提供データセットの見える化 
提供データセットは非常に詳しい情報を

提供しており、活用の仕方によってはかな

り詳細な分析が可能である。しかし、情報量

が膨大なゆえに、必要な情報を抽出して集

計し読み解くことは容易でない。本研究で

は、提供データセット基本情報を見える化

することで、都道府県担当者等が利用しや

すくした。データ活用マニュアルと併せて

活用されることが期待される。 
KDB の活用ツール 
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 都道府県医療費適正化計画のPDCAサイ

クルを推進するためには、最新のデータを

速やかに把握する必要があり、比較的早期

にデータが更新される KDB は有用なツー

ルとなり得る。KDB の弱点として、国保と

後期高齢者医療だけを扱うため、若い世代

の被用者保険加入者の情報が得られないと

いう点があり、NDB と組み合わせることで

補っていく必要があるだろう。また、KDB
には年齢調整の機能がないため、時点間や

保険者間の比較を行う際に解釈が困難とい

う弱点があったが、本研究で作成した分析

ツールを用いればこの点が解決し、さらに

視覚的に把握しやすくなったことから、

KDB の分析結果の解釈が容易になるだろ

う。 
 
Ｅ．結論 
データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法整

備等も含む）、２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム等

の利用）、３．最適な「解析」を行う（疫学・

統計学理論に基づく）、４．解析結果を「解

釈（分析）」する（医学知識など保健医療分

野の専門知識が必要）の４段階が必要であ

る。このうち、１と２については近年、NDB
や KDB の整備により充実してきているが、

３と４が進まなければデータ活用を進める

ことは難しい。本分担研究では、提供データ

セットの見える化、KDB の経年分析ツール、

都道府県・市区町村別・死因別 SMR の経年

推移の要約図表等を作成することで、３を

容易にした。４については開発した教材・ツ

ール類を活用して「読み解き方」を整理した

「データ活用マニュアル」によって推進さ

れることが期待される。 
 
Ｆ．健康危機情報 
 なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 なし。 
 
Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況 
 なし。 
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市区町村版

図1-1-①

都道府県版

男性 女性 男性 女性

SMR 死亡数
過剰

死亡数
SMR 死亡数

過剰
死亡数

死亡総数 85 * 1079 -192 94 919 -55

悪性新生物 95 407 -23 109 289 23

1.悪性新生物（胃） 93 62 -5 99 31 0

2.悪性新生物（大腸） 86 43 -7 91 34 -3

3.悪性新生物（肝及び肝内胆管） 86 38 -6 116 23 3

4.悪性新生物（気管、気管支及び肺） 96 96 -4 123 43 8

5.悪性新生物（その他） 100 168 -1 111 158 16

心疾患（高血圧性疾患を除く） 83 * 145 -29 92 150 -13

6.急性心筋梗塞 79 38 -10 94 30 -2

7.心不全 50 * 23 -23 83 54 -11

8.その他の心疾患 105 84 4 101 66 0

脳血管疾患 70 * 81 -34 77 * 81 -24

9.脳内出血 56 * 22 -17 77 20 -6

10.脳梗塞 69 * 42 -19 73 * 44 -16

11.その他の脳血管疾患 108 17 1 89 17 -2

12.肺炎 63 * 69 -40 71 * 62 -25

13.肝疾患 76 19 -6 84 9 -2

14.腎不全 91 18 -2 94 19 -1

15.老衰 48 8 -9 101 53 1

16.不慮の事故 64 * 37 -21 44 * 15 -19

17.自殺 53 * 35 -32 103 24 1

18.その他の死因 101 260 3 102 217 5

棒の縦高さが期待死亡数に比例、棒の面積が死亡数に比例する。（面積で男女比較も可能）

Ｘ市　平成20～24年　死因別標準化死亡比(SMR)

* P<0.05。死亡数=0(ピリオドで表記)の死因があると、5, 8, 11, 18番の死因計算に誤差が生じます。

標準化死亡比(SMR)
0 100(=全国) 200

1.悪性新生物（胃）

2.悪性新生物（大腸
3.悪性新生物（肝及

4.悪性新生物（気管、

5.悪性新生物（その他）

6.急性心筋梗塞
*7.心不全

8.その他の心疾患

*9.脳内出血
*10.脳梗塞
11.その他の脳血管疾患
*12.肺炎
13.肝疾患
14.腎不全15.老衰
*16.不慮の事故
*17.自殺

18.その他の死因

標準化死亡比(SMR)
0 100(=全国) 200

1.悪性新生物（胃）
2.悪性新生物（大腸）
3.悪性新生物（肝及び肝
4.悪性新生物（気管、気

5.悪性新生物（その他）

6.急性心筋梗塞
7.心不全

8.その他の心疾患
9.脳内出血
*10.脳梗塞
11.その他の脳血管疾
*12.肺炎
13.肝疾患14.腎不全
15.老衰
*16.不慮の
17.自殺

18.その他の死因

棒の長さ＝ＳＭＲ
オレンジ色の飛び出た
部分は全国より高い

棒の面積＝死亡
人数に比例
面積が大きいほ
ど人数が多い

男性と女性も
面積で比較可能

死因別標準化死亡比(SMR)と死亡数の見える化ツール

* p<0.05
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図 1-1-② 都道府県別リスク因子の特徴要約 

 

 
 

平成28年平均寿命・健康寿命／平成27年死因別年齢調整死亡率　都道府県別特徴の要約
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女性で（男性も）心疾患が多い理由
を考えながら見ると、肥満は普通だ
が、HbA1c、LDL、DBPが高い。

女性の飲酒・喫煙が高く、
男女とも運動習慣がなく生
活が不規則か？
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図 1-2-① 医療費の疾病別内訳 

 

 

20XX年度/○○県（男・全年齢）

0 全疾病 1,929,744 275,407,301,412 142,717 109.8 1,929,744 386,271,028,191 200,167 105.9 1,929,744 661,678,329,603 342,884 107.5

101 腸管感染症 1,929,744 703,433,680 365 113.4 1,929,744 807,584,952 418 129.9 1,929,744 1,511,018,632 783 121.7

102 結核 1,929,744 260,083,185 135 82.5 1,929,744 47,762,727 25 63.4 1,929,744 307,845,912 160 78.8

104 皮膚及び粘膜の病変を伴うウイルス疾患 1,929,744 230,360,604 119 99.6 1,929,744 695,602,553 360 90.3 1,929,744 925,963,157 480 92.4

105 ウイルス肝炎 1,929,744 273,247,096 142 116.7 1,929,744 4,153,487,328 2,152 152.9 1,929,744 4,426,734,423 2,294 150.0

106 その他のウイルス疾患 1,929,744 133,292,428 69 77.8 1,929,744 640,853,565 332 52.4 1,929,744 774,145,993 401 55.5

107 真菌症 1,929,744 494,905,650 256 128.9 1,929,744 652,061,795 338 101.6 1,929,744 1,146,967,445 594 111.8

109 その他の感染症及び寄生虫症 1,929,744 1,949,616,728 1,010 89.7 1,929,744 255,960,557 133 113.4 1,929,744 2,205,577,285 1,143 92.0

201 胃の悪性新生物 1,929,744 5,499,710,274 2,850 117.0 1,929,744 2,577,248,705 1,336 117.1 1,929,744 8,076,958,978 4,186 117.1

202 結腸の悪性新生物 1,929,744 3,358,976,457 1,741 94.2 1,929,744 2,202,699,403 1,141 101.7 1,929,744 5,561,675,860 2,882 97.0

203 直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物 1,929,744 2,698,602,336 1,398 98.4 1,929,744 1,533,704,425 795 103.0 1,929,744 4,232,306,761 2,193 100.0

204 肝及び肝内胆管の悪性新生物 1,929,744 3,164,365,474 1,640 135.1 1,929,744 843,846,303 437 136.9 1,929,744 4,008,211,777 2,077 135.5

205 気管，気管支及び肺の悪性新生物 1,929,744 7,130,982,852 3,695 113.4 1,929,744 3,940,298,993 2,042 95.9 1,929,744 11,071,281,845 5,737 106.5

206 乳房の悪性新生物 1,929,744 31,165,912 16 166.0 1,929,744 41,177,600 21 152.7 1,929,744 72,343,513 37 158.2

207 子宮の悪性新生物 1,929,744 0 0 0.0 1,929,744 0 0 0.0 1,929,744 0 0 0.0

208 悪性リンパ腫 1,929,744 2,560,234,520 1,327 94.5 1,929,744 1,095,085,550 567 105.3 1,929,744 3,655,320,071 1,894 97.5

209 白血病 1,929,744 1,952,944,679 1,012 101.7 1,929,744 1,223,676,253 634 95.8 1,929,744 3,176,620,933 1,646 99.3

210 その他の悪性新生物 1,929,744 18,946,281,407 9,818 108.5 1,929,744 11,857,475,334 6,145 99.3 1,929,744 30,803,756,741 15,963 104.8

211 良性新生物及びその他の新生物 1,929,744 4,170,277,973 2,161 123.3 1,929,744 2,321,533,654 1,203 104.4 1,929,744 6,491,811,627 3,364 115.8

301 貧血 1,929,744 505,381,544 262 94.6 1,929,744 622,774,036 323 90.0 1,929,744 1,128,155,580 585 92.0

302 その他の血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 1,929,744 1,265,154,952 656 90.5 1,929,744 2,255,695,682 1,169 112.3 1,929,744 3,520,850,634 1,825 103.4

401 甲状腺障害 1,929,744 174,794,542 91 161.4 1,929,744 836,745,740 434 141.3 1,929,744 1,011,540,283 524 144.4

402 糖尿病 1,929,744 5,106,908,808 2,646 143.1 1,929,744 23,184,041,676 12,014 110.4 1,929,744 28,290,950,484 14,660 115.1

403 その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 1,929,744 1,998,802,833 1,036 114.8 1,929,744 9,064,498,623 4,697 117.7 1,929,744 11,063,301,456 5,733 117.1

501 血管性及び詳細不明の認知症 1,929,744 1,237,112,356 641 79.8 1,929,744 353,685,578 183 118.3 1,929,744 1,590,797,935 824 86.0

502 精神作用物質使用による精神及び行動の障害 1,929,744 1,552,766,213 805 122.7 1,929,744 336,257,849 174 93.4 1,929,744 1,889,024,062 979 116.2

503 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 1,929,744 13,919,486,823 7,213 138.3 1,929,744 3,686,731,457 1,910 129.0 1,929,744 17,606,218,280 9,124 136.3

504 気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 1,929,744 1,644,403,567 852 98.1 1,929,744 3,396,953,338 1,760 103.0 1,929,744 5,041,356,905 2,612 101.4

505 神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害 1,929,744 345,484,883 179 102.2 1,929,744 2,038,195,289 1,056 127.2 1,929,744 2,383,680,172 1,235 122.8

507 その他の精神及び行動の障害 1,929,744 1,556,601,413 807 114.9 1,929,744 1,431,922,177 742 104.3 1,929,744 2,988,523,590 1,549 109.5

601 パーキンソン病 1,929,744 1,748,014,013 906 91.8 1,929,744 1,307,692,605 678 106.9 1,929,744 3,055,706,618 1,583 97.7

602 アルツハイマー病 1,929,744 2,313,247,664 1,199 89.0 1,929,744 1,434,608,379 743 112.3 1,929,744 3,747,856,043 1,942 96.7

603 てんかん 1,929,744 1,464,044,552 759 120.1 1,929,744 1,269,023,292 658 113.7 1,929,744 2,733,067,845 1,416 117.0

604 脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群 1,929,744 2,564,321,203 1,329 182.0 1,929,744 463,380,900 240 192.7 1,929,744 3,027,702,103 1,569 183.5

605 自律神経系の障害 1,929,744 258,386,188 134 75.7 1,929,744 133,853,556 69 125.9 1,929,744 392,239,744 203 87.6

606 その他の神経系の疾患 1,929,744 6,174,151,923 3,199 109.7 1,929,744 4,295,827,782 2,226 107.6 1,929,744 10,469,979,704 5,426 108.8

702 白内障 1,929,744 1,540,305,015 798 142.6 1,929,744 1,959,265,033 1,015 119.6 1,929,744 3,499,570,048 1,813 128.7

703 屈折及び調節の障害 1,929,744 81,620,746 42 148.6 1,929,744 1,340,026,409 694 147.7 1,929,744 1,421,647,155 737 147.7

704 その他の眼及び付属器の疾患 1,929,744 2,425,595,536 1,257 138.4 1,929,744 4,872,763,494 2,525 115.1 1,929,744 7,298,359,030 3,782 121.9

901 高血圧性疾患 1,929,744 2,415,617,905 1,252 126.0 1,929,744 35,971,238,003 18,640 113.5 1,929,744 38,386,855,908 19,892 114.2

902 虚血性心疾患 1,929,744 11,979,157,605 6,208 101.6 1,929,744 7,619,709,711 3,949 132.4 1,929,744 19,598,867,316 10,156 111.7

903 その他の心疾患 1,929,744 13,958,352,853 7,233 88.3 1,929,744 6,109,445,798 3,166 105.0 1,929,744 20,067,798,651 10,399 92.8

904 くも膜下出血 1,929,744 1,163,753,037 603 99.3 1,929,744 134,064,313 69 110.6 1,929,744 1,297,817,349 673 100.3

905 脳内出血 1,929,744 6,797,535,678 3,523 116.6 1,929,744 1,020,079,359 529 149.2 1,929,744 7,817,615,037 4,051 120.1

906 脳梗塞 1,929,744 14,450,456,437 7,488 106.8 1,929,744 6,560,041,563 3,399 156.3 1,929,744 21,010,498,000 10,888 118.5

908 その他の脳血管疾患 1,929,744 2,483,697,526 1,287 109.3 1,929,744 1,005,575,005 521 123.1 1,929,744 3,489,272,531 1,808 112.9

909 動脈硬化（症） 1,929,744 1,192,280,373 618 80.2 1,929,744 314,120,469 163 97.1 1,929,744 1,506,400,842 781 83.3

912 その他の循環器系の疾患 1,929,744 4,499,065,869 2,331 85.0 1,929,744 957,354,997 496 101.6 1,929,744 5,456,420,866 2,828 87.5

1002 急性咽頭炎及び急性扁桃炎 1,929,744 180,404,628 93 125.6 1,929,744 1,182,369,463 613 156.1 1,929,744 1,362,774,091 706 151.2

1003 その他の急性上気道感染症 1,929,744 156,982,728 81 120.3 1,929,744 2,201,315,975 1,141 104.2 1,929,744 2,358,298,703 1,222 105.1

1004 肺炎 1,929,744 7,140,000,792 3,700 111.4 1,929,744 282,720,697 147 113.8 1,929,744 7,422,721,489 3,846 111.5

1005 急性気管支炎及び急性細気管支炎 1,929,744 428,865,305 222 100.1 1,929,744 1,459,778,358 756 119.7 1,929,744 1,888,643,663 979 114.6

1006 アレルギー性鼻炎 1,929,744 32,767,757 17 65.5 1,929,744 2,802,568,047 1,452 109.7 1,929,744 2,835,335,804 1,469 108.8

1007 慢性副鼻腔炎 1,929,744 576,111,469 299 136.4 1,929,744 898,056,461 465 106.0 1,929,744 1,474,167,930 764 116.1

1009 慢性閉塞性肺疾患 1,929,744 1,679,013,308 870 111.9 1,929,744 2,407,840,428 1,248 119.7 1,929,744 4,086,853,736 2,118 116.4

1010 喘息 1,929,744 791,098,616 410 133.0 1,929,744 4,683,631,766 2,427 92.8 1,929,744 5,474,730,382 2,837 97.0

1011 その他の呼吸器系の疾患 1,929,744 9,602,774,655 4,976 102.3 1,929,744 2,543,297,784 1,318 108.3 1,929,744 12,146,072,439 6,294 103.5

1104 胃潰瘍及び十二指腸潰瘍 1,929,744 913,740,804 474 98.0 1,929,744 1,195,800,147 620 86.6 1,929,744 2,109,540,951 1,093 91.2

1105 胃炎及び十二指腸炎 1,929,744 232,095,838 120 141.1 1,929,744 4,305,146,925 2,231 158.4 1,929,744 4,537,242,763 2,351 157.4

1106 アルコール性肝疾患 1,929,744 514,436,269 267 129.2 1,929,744 357,211,822 185 150.9 1,929,744 871,648,091 452 137.3

1108 肝硬変（アルコール性のものを除く） 1,929,744 343,600,342 178 122.9 1,929,744 277,973,637 144 139.9 1,929,744 621,573,980 322 129.9

1109 その他の肝疾患 1,929,744 760,854,563 394 131.7 1,929,744 775,280,295 402 151.6 1,929,744 1,536,134,858 796 141.0

1110 胆石症及び胆のう炎 1,929,744 3,668,004,253 1,901 119.3 1,929,744 366,042,042 190 124.9 1,929,744 4,034,046,296 2,090 119.8

1111 膵疾患 1,929,744 885,578,952 459 118.7 1,929,744 288,988,439 150 107.6 1,929,744 1,174,567,391 609 115.8

1112 その他の消化器系の疾患 1,929,744 9,363,369,667 4,852 107.5 1,929,744 5,802,059,648 3,007 111.7 1,929,744 15,165,429,315 7,859 109.0

1201 皮膚及び皮下組織の感染症 1,929,744 647,095,937 335 105.7 1,929,744 327,046,996 169 102.6 1,929,744 974,142,932 505 104.6

1202 皮膚炎及び湿疹 1,929,744 189,447,665 98 166.8 1,929,744 3,168,985,293 1,642 102.8 1,929,744 3,358,432,959 1,740 105.0

1203 その他の皮膚及び皮下組織の疾患 1,929,744 1,075,952,592 558 123.4 1,929,744 2,680,911,279 1,389 93.6 1,929,744 3,756,863,872 1,947 100.5

1301 炎症性多発性関節障害 1,929,744 663,718,039 344 151.4 1,929,744 2,749,322,967 1,425 121.3 1,929,744 3,413,041,006 1,769 126.2

1302 関節症 1,929,744 3,032,578,725 1,571 157.1 1,929,744 2,472,425,235 1,281 153.1 1,929,744 5,505,003,959 2,853 155.3

1303 脊椎障害（脊椎症を含む） 1,929,744 5,282,559,108 2,737 115.9 1,929,744 5,043,140,997 2,613 140.7 1,929,744 10,325,700,105 5,351 126.8

1304 椎間板障害 1,929,744 1,048,677,218 543 115.6 1,929,744 1,478,271,629 766 133.5 1,929,744 2,526,948,846 1,309 125.4

1306 腰痛症及び坐骨神経痛 1,929,744 190,309,029 99 139.8 1,929,744 983,254,242 510 165.2 1,929,744 1,173,563,271 608 160.4

1307 その他の脊柱障害 1,929,744 328,903,010 170 64.7 1,929,744 355,961,778 184 113.5 1,929,744 684,864,788 355 83.3

1308 肩の傷害＜損傷＞ 1,929,744 96,823,960 50 201.6 1,929,744 818,916,356 424 147.2 1,929,744 915,740,316 475 151.5

1309 骨の密度及び構造の障害 1,929,744 263,929,694 137 89.2 1,929,744 189,417,969 98 82.8 1,929,744 453,347,664 235 86.4

1310 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 1,929,744 3,514,175,701 1,821 108.2 1,929,744 2,017,791,676 1,046 128.3 1,929,744 5,531,967,376 2,867 114.8

1401 糸球体疾患及び腎尿細管間質性疾患 1,929,744 1,391,084,306 721 107.8 1,929,744 830,302,753 430 107.2 1,929,744 2,221,387,059 1,151 107.6

1402 腎不全 1,929,744 7,349,248,282 3,808 128.7 1,929,744 27,533,277,915 14,268 125.2 1,929,744 34,882,526,197 18,076 126.0

1403 尿路結石症 1,929,744 752,609,127 390 106.3 1,929,744 545,742,576 283 116.9 1,929,744 1,298,351,704 673 110.5

1404 その他の腎尿路系の疾患 1,929,744 1,088,993,035 564 106.9 1,929,744 1,050,102,329 544 125.6 1,929,744 2,139,095,365 1,108 115.3

1405 前立腺肥大（症） 1,929,744 967,265,431 501 109.0 1,929,744 4,630,937,728 2,400 103.3 1,929,744 5,598,203,159 2,901 104.2

1408 乳房及びその他の女性生殖器の疾患 1,929,744 1,913,386 1 55.2 1,929,744 9,188,118 5 84.8 1,929,744 11,101,504 6 77.6

1504 その他の妊娠，分娩及び産じょく 1,929,744 857,463 0 41.3 1,929,744 1,607,488 1 56.6 1,929,744 2,464,951 1 50.1

1601 妊娠及び胎児発育に関連する障害 1,929,744 1,573,947,092 816 116.5 1,929,744 420,026,584 218 111.9 1,929,744 1,993,973,676 1,033 115.5

1602 その他の周産期に発生した病態 1,929,744 840,655,709 436 107.3 1,929,744 94,577,269 49 150.0 1,929,744 935,232,978 485 110.5

1702 その他の先天奇形，変形及び染色体異常 1,929,744 1,487,727,456 771 118.8 1,929,744 723,480,376 375 106.2 1,929,744 2,211,207,832 1,146 114.4

1800 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 1,929,744 2,147,595,010 1,113 141.4 1,929,744 2,772,658,340 1,437 109.6 1,929,744 4,920,253,351 2,550 121.5

1901 骨折 1,929,744 11,961,608,224 6,199 126.3 1,929,744 1,303,127,841 675 120.5 1,929,744 13,264,736,065 6,874 125.7

1902 頭蓋内損傷及び内臓の損傷 1,929,744 2,753,422,194 1,427 102.3 1,929,744 179,817,641 93 129.2 1,929,744 2,933,239,835 1,520 103.6

1905 その他の損傷及びその他の外因の影響 1,929,744 7,463,179,669 3,867 130.3 1,929,744 3,576,429,952 1,853 142.5 1,929,744 11,039,609,621 5,721 134.0

8888 歯科レセプト詳細不明 1,929,744 0 0 0.0 1,929,744 36,253,474,873 18,787 94.6 1,929,744 36,253,474,873 18,787 94.6

9999 分類できない疾病 1,929,744 18,598,817,283 9,638 92.3 1,929,744 87,191,378,793 45,183 87.4 1,929,744 105,790,196,076 54,821 88.2

10000 その他 1,929,744 3,049,523,804 1,580 117.1 1,929,744 6,173,737,451 3,199 143.3 1,929,744 9,223,261,255 4,780 133.4
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図 1-2-① 医療費の疾病別内訳（続き） 

 
 

入院 入院外＋歯科 診療種別計

標準化比は全国を基準(=100)とした年齢調整値、縦軸は医療費の期待値に比例、棒の面積は実際の医療費に比例する。入院と入院外＋歯科は面積で比較可能。

20XX年度/○○県（男・全年齢）/医療費の内訳（疾病別）

101腸管感染症102結核104皮膚及び粘膜の病変を伴105ウイルス肝炎106その他のウイルス107真菌症109その他の感染症及び
201胃の悪性新生物
202結腸の悪性新生物
203直腸Ｓ状結腸移行部及
204肝及び肝内胆管の悪性新
205気管，気管支及び肺の悪
206乳房の悪性新生物2208悪性リンパ腫
209白血病

210その他の悪性新生物

211良性新生物及びその他の
301貧血302その他の血液及び造401甲状腺障害
402糖尿病
403その他の内分泌，栄養及
501血管性及び詳細不502精神作用物質使用によ

503統合失調症，統合失調症

504気分［感情］障害（躁505神経症性障害 ストレス507その他の精神及び行動の
601パーキンソン病
602アルツハイマー病
603てんかん604脳性麻痺及びその他の麻605自律神経系の障害
606その他の神経系の疾患
702白内障703屈折及び調節の障害704その他の眼及び付属器の
901高血圧性疾患

902虚血性心疾患

903その他の心疾患

904くも膜下出血
905脳内出血

906脳梗塞

908その他の脳血管疾患
909動脈硬化（症）
912その他の循環器系の
1002急性咽頭炎及び急性扁1003その他の急性上気道感
1004肺炎
1005急性気管支炎及び急性1006アレルギー性1007慢性副鼻腔炎1009慢性閉塞性肺疾患1010喘息

1011その他の呼吸器系の疾

1104胃潰瘍及び十二指腸潰1105胃炎及び十二指腸炎1106アルコール性肝疾患1108肝硬変（アルコール性1109その他の肝疾患
1110胆石症及び胆のう炎
1111膵疾患
1112その他の消化器系の疾
1201皮膚及び皮下組織の感1202皮膚炎及び湿疹1203その他の皮膚及び皮下1301炎症性多発性関節障害1302関節症
1303脊椎障害（脊椎症を含
1304椎間板障害1306腰痛症及び坐骨神経痛1307その他の脊柱 201 61308肩の傷害＜損傷＞1309骨の密度及び構造の
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1403尿路結石症1404その他の腎尿路系の疾1405前立腺肥大（症）1408乳房及びそ1504その他1601妊娠及び胎児発育に関1602その他の周産期に発生1702その他の先天奇形，変1800症状，徴候及び異常臨
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1902頭蓋内損傷及び内臓の
1905その他の損傷及びその
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9999分類できない疾病

10000その他

標準化比(地域差指数)

0 100(=全国) 200
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205気管，気管支及び肺の
206乳房の悪性新生物2208悪性リンパ腫209白血病
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402糖尿病

403その他の内分泌，栄養及
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棒の長さ＝１人当たり
医療費の対全国比（年
齢調整値）
オレンジ色の飛び出た
部分は全国より高い

棒の面積＝医療費
の額に比例
面積が大きいほど総
額が大きい

どの疾患が医療費の
多くを占め、１人あた
りで国平均よりも高額
なのかを確認する。

入院と入院外＋歯科
も面積で比較可能
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図 1-2-② 医療費の保険者別内訳 

 
 

医療費の自治体等別内訳－どの自治体等が多くを占め全国比で高いのか
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図 1-2-② 医療費の保険者別内訳（続き） 

 
 

棒の長さ＝１人当たり
医療費の対全国比（年
齢調整値）
オレンジ色の飛び出た
部分は全国より高い

棒の面積＝医療費
の額に比例
面積が大きいほど総
額が大きい

どの自治体等が医療費
の多くを占め、１人あた
りで国平均よりも高額
なのかを確認する。
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図 1-2-③ 医療費の経年推移の把握 
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図 1-2-③ 医療費の経年推移の把握（続き） 
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年平均件数：422件/年

標準化比の変化率：+2.5%/年 標準化比の変化率：+2.3%/年

年平均件数：609件/年

標準化比の変化率：+6.9%/年 標準化比の変化率：+2.5%/年

協会けんぽ公表データより作成

協会けんぽ 疾病別レセプト件数の標準化比（経年推移）

2013年の全国=100とした標準
化比（年齢調整）の推移

赤い線（回帰曲線）で見る。
全国より低めだったが、経
年的に増加傾向に見える。

毎年の全国=100とした
SMRの推移

さらに、毎年の全国に比べ
ると上昇傾向＝全国の変
化よりも上昇が大きい。

27



図 2-1 後発医薬品数量シェアの保険者別内訳 

 

 

後発医薬品の数量シェア保険者別内訳－どの保険者が多くを占め全国比で高いのか
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図 2-1 後発医薬品数量シェアの保険者別内訳（続き） 

 
 

棒の長さ＝後発医薬
品の数量割合（シェア）
ピンク色は全国値
全体目標は80%

赤い点線（実際の図では
省略）の面積＝数量（後発
＋先発）に比例
面積が大きいほど数量が
大きい

どの保険者が数量の
多くを占め、シェアが
低いのかを確認する。
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図 2-2 後発医薬品数量シェアの薬効別内訳 

後発医薬品の数量シェア薬効別内訳－どの薬効が多くを占め全国比で高いのか
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図 2-2 後発医薬品数量シェアの薬効別内訳（続き） 

棒の長さ＝後発医薬
品の数量割合（シェア）
ピンク色は全国値
全体目標は80%

赤い点線（実際の図では
省略）の面積＝数量（後発
＋先発）に比例
面積が大きいほど数量が
大きい

どの薬効が数量の多
くを占め、シェアが低
いのかを確認する。
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図 2-3 後発医薬品切替後薬剤費の保険者別内訳 

 

後発医薬品の切替後薬剤費の薬効別内訳－どの保険者で大きいのか
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図 2-3 後発医薬品切替後薬剤費の保険者別内訳（続き） 

 

  

棒の長さ＝後発医薬品に切り替
えた場合に、

濃い青：後発薬価最小の場合
Ａの何％になるか
薄い青：後発薬価最大の場合
Ａの何％になるか

赤い点線（実際の図で
は省略）の面積＝現在
使われている後発医薬
品のある先発医薬品の
薬剤費Ａ（切替対象薬
剤費）
白い面積が大きいほど
効果額が大きい

どの保険者で切替効
果額が大きいのかを
確認する。
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図 2-4 後発医薬品切替後薬剤費の薬効別内訳 

 
 

後発医薬品の切替後薬剤費の薬効別内訳－どの薬効で大きいのか
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図 2-4 後発医薬品切替後薬剤費の薬効別内訳（続き） 

 
 

 

棒の長さ＝後発医薬品に切り替
えた場合に、

濃い青：後発薬価最小の場合
Ａの何％になるか
薄い青：後発薬価最大の場合
Ａの何％になるか

赤い点線（実際の図で
は省略）の面積＝現在
使われている後発医薬
品のある先発医薬品の
薬剤費Ａ（切替対象薬
剤費）
白い面積が大きいほど
効果額が大きい

どの薬効で切替効果
額が大きいのかを確
認する。
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 
分担研究報告書

都道府県医療費適正化計画推進のためのデータ活用マニュアルの開発

研究分担者 横山 徹爾（国立保健医療科学院 生涯健康研究部）

吉村 健佑（千葉大学医学部附属病院 病院経営管理学研究センター）

丸谷 美紀（国立保健医療科学院 統括研究官）

吉岡 京子（国立保健医療科学院 生涯健康研究部）

福田 敬 （国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部）

白岩 健 （国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部）

研究協力者 堀井 聡子（元・国立保健医療科学院 生涯健康研究部）

藤井 仁 （目白大学 看護学部）

研究要旨

第３期医療費適正化計画では、PDCA サイクルの強化による計画の実効性強化を図る

という観点から、毎年度の進捗状況管理を導入して、行動目標及び医療に要する費用の目

標を継続的にモニタリングするとともに、目標に対して実績が不十分な場合にはその要

因分析と対策の実施を行う必要がある。国からはレセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（NDB）を詳細に集計したデータセット（提供データセット）を都道府県に提供す

る予定であるが、その活用の方法論は確立されていない。そこで本分担研究では、医療費

適正化計画の実施状況の継続的な把握と評価のためのデータ活用方法を手順書の形で

「都道府県医療費適正化計画推進のためのデータ活用マニュアル」を作成した。作成に当

たっては、ワークショップを開催して都道府県の医療費適正化計画の担当者から意見等

を収集し、データ活用マニュアルに反映させた。別途作成された見える化資料・ツール類

と併せて使うことで、医療費適正化計画の PDCA サイクルのためのデータ活用が推進さ

れることが期待される。

Ａ．研究目的

第３期医療費適正化計画では、PDCA サ

イクルの強化による計画の実効性強化を図

るという観点から、毎年度の進捗状況管理

を導入して、行動目標及び医療に要する費

用の目標を継続的にモニタリングするとと

もに、目標に対して実績が不十分な場合に

はその要因分析と対策の実施を行う必要が

ある。国からはレセプト情報・特定健診等情

報データベース（NDB）を詳細に集計した

データセット（提供データセット）を都道府

県に提供する予定であるが、その活用の方

法論は確立されていない。

データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法整

備等も含む）、２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム等

の利用）、３．最適な「解析」を行う（疫学・
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統計学理論に基づく）、４．解析結果を「解

釈（分析）」する（医学知識など保健医療分

野の専門知識が必要）の４段階が必要であ

る。このうち、１と２については近年、NDB
や KDB の整備により充実してきているが、

３と４が進まなければデータ活用を進める

ことは難しい。３については分担研究「都道

府県医療費適正化計画に係るデータ分析の

ための教材・ツール類の開発に関する研究」

で提供データセットやその他の公的調査統

計等を見える化するための教材・ツール類

の開発を行った。 
本分担研究では、これら４段階のうち、４

に相当するデータの解釈（分析）を整理して

「都道府県医療費適正化計画推進のための

データ活用マニュアル」（以下、データ活用

マニュアル）の開発を行うことを目的とす

る。 
 
Ｂ．方法 
分担研究「都道府県医療費適正化計画に

係るデータ分析のための教材・ツール類の

開発に関する研究」で作成した見える化資

料・ツール類等を用いて、その読み解き方を

整理して、手順書の形でデータ活用マニュ

アルのプロトタイプに整理したうえで、平

成 31 年 2 月 26 日に各都道府県の医療費適

正化計画担当者向けにワークショップを開

催し、見える化資料の解説と読み解きのグ

ループワークを行い、データ活用法に関す

る意見を収集し、それを踏まえてデータ活

用マニュアルを完成させた。 
＜都道府県担当者ワークショップ＞ 
各参加者に自都道府県の見える化資料を

提供・読み解き方を説明したうえで、データ

活用マニュアル（プロトタイプ）に沿って、

参加者自身で実際に自都道府県の見える化

資料を読み解く作業（グループワーク）に取

り組み、医療費適正化計画の毎年の進捗管

理とPDCAサイクル推進のための具体的な

取り組み方法について議論し、グループワ

ーク成果物（以下で説明するワークシート）

および意見を提供していただいた。講義・グ

ループワークの内容は以下のとおりである。 
①第三期医療費適正化計画の進捗管理・

PDCA サイクル：第三期医療費適正化計画

に関する基本的事項に関する講義。 
②生活習慣病の危険因子について：データ

を読み解くために最低限必要な、主要な疾

患の危険因子等に関する医学知識に関する

講義。 
③提供データセット見える化資料と使い方

について：見える化資料の見方と解釈の仕

方を例示しながら解説。 
④グループワーク１・予防できる疾患を予

防する：自身の都道府県の見える化データ

を見ながら、予防できる疾患を予防する観

点からの、読み解き結果をワークシートに

整理する。 
⑤グループワーク２・後発医薬品の数量シ

ェアを改善するための都道府県の役割を考

える：自身の都道府県の見える化データを

見ながら、後発医薬品の数量シェアを改善

する観点からの、読み解き結果をワークシ

ートに整理する。 
⑥総合討論、質疑応答：疑問点等の整理と総

括。 
⑦終了時アンケート記入：自由記載により、

データ活用に当たっての要望等の意見を収

集。 
なお、本ワークショップは研究目的で開

催し、グループワーク成果物や意見を収集

してデータ活用マニュアルや教材の開発に

利用しているため、実施に当たっては国立

保健医療科学院研究倫理審査委員会の承認

を得た（承認番号：NIPH-IBRA#12226）。 
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＜データ活用マニュアルの概要＞

Ⅰ．予防できる疾患を予防するためのデー

タ分析の進め方

（１） 各種データの相互関係（上下関係）

を認識する

医療費分析で扱うデータには、レセプト

情報だけでなく、健康寿命、死因別死亡、リ

スク因子、生活習慣など多種多様なものが

ある。これらを用いて地域の健康課題を明

らかにし、予防できる疾患を予防するため

の対策を講じていくためには、各種データ

の上下関係（原因～結果）を考慮しながら各

種データを解釈する必要があるので、この

点を強調する。

（２）平均寿命・健康寿命・死因別死亡・リ

スク因子・生活習慣の概要を把握する

健康状態に関する最上位の指標である平

均寿命・健康寿命、これらに強く影響する要

因である死因別死亡率や要介護の状態を、

それぞれの関係を意識しながら特徴を確認

していく。

具体的な見える化資料として、「リスク因

子の特徴要約」「死因別標準化死亡比(SMR)
の特徴把握」を使用する。読み解き作業結果

はワークシートに整理する。

（３－１）疾病別医療費の特徴と課題を把

握する

医療費の情報は膨大なため、全てを読み

解こうとするのではなく、で重要な死因と

考えられた疾患や、死因としては挙がりに

くいが重篤な疾患およびそれらのリスク因

子の管理に関する医療の状況を中心にして

見ていく。要介護の原因疾患にも注目する。

具体的な見える化資料として、「疾病別医療

費の特徴」を使用する。読み解き作業結果は

ワークシートに整理する。

（３－２）保険者別医療費の特徴と課題を

把握する

保険者別医療費の特徴を調べる際には、

（２）で把握した平均寿命・健康寿命・死因

別 SMR の市区町村別特徴を踏まえて解釈

する。例えば、脳血管疾患 SMR が高い市区

町村では、脳血管疾患の入院・外来医療費は

どうなのか、そのリスク因子（高血圧等）は

外来で管理されているのかというように、

課題となる疾患とリスク因子の両方に着目

する。具体的な見える化資料として、「保険

者別医療費の特徴」「経年推移の確認」を使

用する。読み解き作業結果はワークシート

に整理する。

（４）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する

上記（１）～（３）で対策の優先順位が高

い疾病・保険者を確認したうえで、全体の健

康状態を改善するための保険者等への働き

かけを行うとしたら、どのように行うか、担

当者間で意見交換する。まず、優先順位の高

い生活習慣病等の予防対策推進に関わる重

要な組織について、組織間の連携と役割が

現状どこまで連携できているか、今後強化

したい点等を整理する。次に、支援の優先順

位が高い保険者とその理由、支援の内容を

検討し、さらに、保険者全体に対する支援の

内容について、いずれもワークシートに整

理する。

Ⅱ．後発医薬品の数量シェアを改善するた

めのデータ分析の進め方

（１）後発医薬品の数量が大きく数量シェ

アが低い保険者・薬効を確認する

後発医薬品の数量が大きく数量シェアが

低い保険者・薬効を確認し、それぞれどのよ

うな対策があるか概要を考えてワークシー

トに整理する。具体的な見える化資料とし

て、「後発医薬品の数量シェアを保険者別に

把握」「後発医薬品の数量シェアを薬効別に

把握」を使用する。
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（２）後発医薬品の切替効果額が大きい保

険者・薬効を確認する 
後発医薬品の切替効果額が大きく数量シ

ェアが低い保険者・薬効を確認し、それぞれ

どのような対策があるか概要を考えてワー

クシートに整理する。 
具体的な見える化資料として、「後発医薬

品の切替後薬剤費を保険者別に把握」「後発

医薬品の切替後薬剤費を薬効別に把握」を

使用する。 
（３）関係者分析を行い具体的な対策を立

案する 
上記（１）（２）で後発医薬品の数量が大

きく数量シェアが低い保険者・薬効を確認

したうえで、全体の数量シェアを高めるた

めの保険者等への働きかけを行うとしたら、

どのように行うか、担当者間で意見交換す

る。まず、後発医薬品の適正な使用の推進に

関わる重要な組織について、組織間の連携

と役割、現状どこまで連携できているか、今

後強化したい点等を関係図として整理する。

次に、具体的な対策を、①働きかけの場、②

誰を対象とするか、③どの資料を提供する

か、④どのような説明・作業をするか、⑤必

要な手続き、⑥事前・事後調整、⑦フォロー

アップ、の各項目について検討しワークシ

ートに整理する。 
 
Ｃ．結果 
ワークショップには、36 道府県から 64

名の参加があった。グループワークで作成

したワークシートおよび終了時アンケート

による意見収集を行った。 
その結果、都道府県におけるデータ活用

のために必要な事項として、①NDB 等の詳

細データの、継続的・早い時期の提供、②活

用方法の例示と理解を深めるための支援

（研修会等）、③都道府県・市町村単位で国

保以外のデータ提供、④データ活用と

PDCA サイクルの好事例に関する情報提供、

が挙げられた。データを提供するだけでは

なく、その活用法を支援していくことが重

要であると考えられた。 
また、データの読み解き結果として、以下

の事項に関する数多くの具体例が得られた。 
（１）予防できる疾患を予防する 
・対策の優先順位が高い疾病、その理由、対

策の内容 
・対策を検討していくうえで都道府県内の

関連組織の整理と関係図 
・支援の優先順位が高い保険者とその理由、

支援の内容 
・保険者全体に対する支援の内容 
（２）後発医薬品の適正な使用を推進する 
・対策を検討していくうえで都道府県内の

関連組織の整理と関係図 
・後発医薬品の数量シェアを高めるための

保険者等への働きかけ 
これらは、データ活用マニュアルに、具体

的な対策の例示として示し、単にデータの

読み解きだけでなく、都道府県における医

療費適正化計画推進のための具体的な対策

につなげられる実践的な内容とした。 
完成した「都道府県医療費適正化計画推

進のためのデータ活用マニュアル（概要版）

（完全版）」は、国立保健医療科学院ホーム

ページ「地方自治体における生活習慣病関

連の健康課題把握のための参考データ・ツ

ール集」に掲載した。 
https://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/
datakatsuyou/ 
ワークショップの講義・演習内容は、ビデ

オ教材として編集・作成し、見える化教材と

併せて都道府県での研修等に使えるように

DVD に収録した。また、「都道府県医療費

適正化計画に係るデータ分析のための教
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材・ツール類の開発に関する研究」で作成し

た見える化資料の全ても DVD に収載した。

これらは全て都道府県に送付し、提供デー

タセット以外の資料やツール類（KDB の見

える化ツール等）は上記ホームページでも

提供する。

Ｄ．考察

 データを活用して施策を推進するために

は、１．データを「収集・登録」する（法整

備等も含む）。２．大規模データを「加工・

集計」する（便利なデータベースシステム等

の利用）。３．最適な「解析」を行う（疫学・

統計学理論に基づく）。４．解析結果を「解

釈（分析）」する（医学知識など保健医療分

野の専門知識が必要）の４段階が必要であ

ろう。NDB の提供データセットはこれらの

うち、１と２を実現するものであり、３と４

を進めるためには見える化や読み解きのノ

ウハウを蓄積してマニュアル等を作成し、

活用のための人材育成プログラムを提供し

ていく必要がある。本分担研究で作成した

「データ活用マニュアル」は４の段階を担

うものであり、別途作成した見える化資料

（３に相当）と併せて活用することで、都道

府県医療費適正化計画のＰＤＣＡ推進のた

めのデータ活用が推進されることが期待さ

れる。また、ワークショップによって都道府

県担当者が実際に見える化資料とデータ活

用マニュアル（プロトタイプ）を使用し、意

見を収集することで、より実践的な内容の

データ活用マニュアルになったと考える。

Ｅ．結論

「都道府県医療費適正化計画推進のため

のデータ活用マニュアル」を作成した。分担

研究「都道府県医療費適正化計画に係るデ

ータ分析のための教材・ツール類の開発に

関する研究」で開発した教材・ツール類と併

せて活用することで、都道府県医療費適正

化計画のＰＤＣＡ推進のためのデータ活用

が進むことが期待される。

＜謝辞＞

ワークショップにご参加いただき、デー

タ活用マニュアルの改善のために、グルー

プワーク成果物の提供および数多くの貴重

なご意見をいただきました都道府県医療費

適正化計画の担当者の皆様に感謝申し上げ

ます。

Ｆ．健康危機情報

なし。

Ｇ．研究発表

なし。

Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況

なし。
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学推進研究事業） 

分担研究報告書 

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を活用した

糖尿病関連の診療行為と医療費の都道府県別地域差分析

研究分担者 吉村健佑（千葉大学医学部附属病院 病院経営管理学研究センター） 

研究協力者 黒崎宏貴（水戸協同病院 臨床研修医） 

研究要旨 

【目的】第3期医療費適正化計画では「糖尿病の重症化予防」、「特定健康診査・特定

保健指導の推進」、「後発医薬品の使用促進」、「医薬品の適正使用」により一人当た

り外来医療費の地域差縮減を目指している。この目標を達成するためには都道府県単位

での具体的な取組目標を立てることが重要であり、なおかつ医療の質を保ちながら医療

費適正化を行うことが重要となる。そこで、本研究ではレセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB）を活用し、糖尿病医療費についての地域差の要因の解明と、都道

府県単位での取組の具体策を考案することを目的とした。 

【方法】平成26年患者調査のデータおよび第2回NDBオープンデータ（集計対象：平成27

年度レセプト情報及び平成26年度特定健康診査情報 ）を使用した。これらのデータか

ら都道府県差の要因を抽出し、人口当たり糖尿病医療費との関係を評価するためにピア

ソンの積率相関係数rを算出した。統計解析にはStudentのt検定を用いてp値を算出し

た。p値は0.05未満の場合を有意水準とした。 

【結果】受療率と糖尿病医療費に高い正の相関が認められた（r=0.85, p<0.0001）。ま

た、人口当たりジペプチジルペプチダーゼ-4 （DPP-4）阻害薬処方箋料が高い都道府県

では糖尿病医療費が高い傾向にあった（r= 0.40, p=0.0048）。また、スルホニル尿素

薬（SU薬）の後発医薬品の使用割合が高い都道府県では糖尿病医療費が低い傾向にある

ことが分かった（r= -0.43, p=0.0023）。糖尿病の重症化予防という点について、糖尿

病透析予防指導管理料は糖尿病医療費との相関は認められなかった（r= -0.096, 

p=0.52）。 

【結論】本研究では、NDBオープンデータを用いることで、人口当たり糖尿病医療費の

都道府県差の要因として、受療率の他、DPP-4阻害薬処方箋料やSU薬後発医薬品の使用

量が関与していることが考えられた。したがって、糖尿病医療費が高い都道府県におい

ては、1）特定健康診査・特定保健指導の受診率の向上を通した糖尿病発症予防、2）

WHOの方針や糖尿病標準診療マニュアル第14版に沿った処方の促進、3）後発医薬品の使

用促進という点で個別取組目標が策定できると考えられる。 

Ａ．研究目的

経済・財政運営と改革の基本方針 2015 
（骨太方針）にて、医療・介護提供体制の適

正化において都道府県別の一人当たり医療
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費の差を半減させることを目指すとされて

いる 1）。 
医療費適正化計画の取組目標は、第 1 期

（平成 20～24 年度）・第 2 期（平成 25～29
年度）では「平均在院日数の短縮」と「特定

健康診査等の実施率の向上」が柱であった。

第 3 期（平成 30～35 年度）では「糖尿病の

重症化予防」、「特定健康診査・特定保健指導

の推進」、「後発医薬品の使用促進」、「医薬

品の適正使用（重複投薬、多剤投与の適正

化）」が盛り込まれ、これらの取り組みによ

り人口当たり外来医療費の地域差縮減を目

指している 2）。 
医療費適正化計画の対象である入院外の

糖尿病医療費（40 歳以上）に注目すると、

人口当たり糖尿病医療費（40 歳以上）は都

道府県間で差があり 3）、人口当たり外来医

療費の地域差縮減の目標を達成するために

は都道府県単位での具体的な取組目標を立

てることが重要であり、なおかつ医療の質

を保ちながら医療費の適正化を行うことが

重要となる。糖尿病の医療費を押し上げる

要因として、これまでの研究により合併症

の数が多いほど、また、治療薬の数が多いほ

ど糖尿病の医療費が増えることが示されて

いる 4）。しかしながら、地域差の要因につ

いては明確にされていないため本研究を実

施した。 
厚生労働省は、高齢者の医療の確保に関

する法律に基づき、2009 年よりレセプト情

報並びに特定健康診査・特定保健指導情報

を収集した「レセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB；National Database of 
Health Insurance Claims and Specific 
Health Checkups of Japan）」の構築を開始

した。NDB にはレセプトデータ並びに特定

健康診査及び特定保健指導のデータが蓄積

されており、国民皆保険制度下にある日本

においては国民の医療の実態を全数に近い

割合で評価することができる。厚生労働省

は 2016 年 10 月より、NDB からレセプト

情報と特定健診情報を抽出して基礎的な集

計表として誰でも⾃由に利⽤できる NDB

オープンデータを公表している 5）。 
本研究では、この NDB オープンデータ

を活用し、糖尿病医療費について、都道府県

差の要因を明らかにすることで、都道府県

単位での取組の具体策を考案することを目

的とした。 
 
Ｂ．方法 
1.データソース 

平成 26 年患者調査 6）より、「受療率（人

口１０万対）、性・年齢階級×傷病大分類×

入院－外来・都道府県別（外来）」の統計表

にて都道府県別の糖尿病患者受療率を抽出

した。 
第 2 回 NDB オープンデータのレセプト

情報（集計対象：平成 27 年 4 月～平成 28
年 3 月） 7）を使用した。NDB オープンデ

ータの公表対象のうち、医科入院外レセプ

ト（約 9 億 8,300 万件）より「医学管理等

（都道府県別算定回数）」の集計表から都道

府県別の糖尿病透析予防指導管理料を抽出

した。また、調剤レセプト（約 6 億 2,500 
万件）より「内服（外来（院外）都道府県別

薬効分類別数量）」の集計表から、ジペプチ

ジルペプチダーゼ-4 （DPP-4）阻害薬の処

方箋料、スルホニル尿素薬（SU 薬）後発医

薬品の使用割合について分析した。なお、本

研究では NDB オープンデータが公表対象

としているデータのみを解析した。 
都道府県別人口は平成 27 年国勢調査 8）

の値を使用した。 
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2.統計解析

第 2 回 NDB オープンデータ 7）より各都

道府県の DPP-4 阻害薬の処方箋料の合計

を算出し、都道府県別人口 8）を用いること

で、人口当たり DPP-4 阻害薬処方箋料を算

出した。

SU 薬後発医薬品について、第 2 回 NDB
オープンデータ 7）より都道府県別の SU 薬

処方箋料全体に占める後発医薬品処方箋料

の割合を算出し、都道府県別の SU 薬後発

医薬品割合とした。

第 2 回 NDB オープンデータ 7）より抽出

した都道府県別の糖尿病透析予防指導管理

料について、都道府県別人口 8）を用いるこ

とで、都道府県別の人口当たり糖尿病透析

予防指導管理料を算出した。

人口当たり糖尿病医療費と各要因との関

係を評価するためにピアソンの積率相関係

数 r（|r|=0.7～1：高い相関、 |r|=0.4～
0.7：比較的高い相関あり、 |r|=0.2～0.4：
低い相関あり、 |r|= 0～0.2：ほとんど相

関なし）を算出した。統計解析には Student
の t 検定を用いて p 値を算出した。p 値は

0.05 未満の場合を有意水準とした。 

Ｃ．結果

都道府県別の糖尿病医療費、40 歳以上人

口、受療率および関連指数をまとめ、表 1 に

示した。

 また、糖尿病患者受療率と人口当たり糖

尿病医療費の相関分析では、両者には高い

正の相関が認められた（r=0.85, p<0.0001）。
各都道府県において、35 歳以上の推計患者

数の割合は全年齢の推計患者数の0.97以上

を占めていた（図 1）。 
人口当たり DPP-4 阻害薬処方箋料と糖

尿病医療費の間に正の相関が認められた

（r= 0.40, p=0.0048）。40 歳以上に処方さ

れた割合は 0.99 であった（図 1）。 
SU 薬後発医薬品割合と糖尿病医療費と

の間には負の相関が認められた（r=-0.43, 
p=0.0023）（図 1）。 

人口当たり糖尿病透析予防指導管理料と

糖尿病医療費には、相関は認められなかっ

た（r= -0.096, p=0.52）。40 歳以上の指導管

理料の割合は 0.98 であった。 

Ｄ．考察

本研究では、NDB オープンデータを活用

し、糖尿病医療費について、都道府県差の要

因を明らかにすることで、都道府県単位で

の取組の具体策を考案することを目的とし

た。

本研究より、糖尿病患者受療率と人口当

たり糖尿病医療費に高い正の相関が認めら

れることが示された。

特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病

の発症や重症化を予防することを目的とし

て、メタボリックシンドロームに着目し、生

活習慣を改善するための特定保健指導を必

要とする者を抽出するために行うものであ

る 9）。平成 20 年度に積極的支援に該当し

翌年度も健診を受診した約 200 万人につい

て分析した研究では、特定保健指導参加群

では翌年の健診で腹囲、BMI、体重が減少

し、血圧、脂質、HbA1c も有意な改善を認

めた 10） 11）。さらに、5 年後まで追跡した

結果では、HbA1c は特定保健指導非参加群

において年々上昇していくのに対し、参加

群では増加が抑えられる傾向が認められ、

入院外保険診療費、外来受診率とも参加群

の方が有意に低いことが示されている 11,

12）。

よって、特定健康診査・特定保健指導の受

診率向上、食生活や運動など生活習慣の改

善を通じて、受療率を減らすことで、一人当
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たり医療費は適正化できる可能性がある。 
糖尿病治療薬について、人口当たり DPP-

4 阻害薬処方箋料が高い都道府県は糖尿病

医療費が高い傾向にあった。DPP-4 阻害薬

は一日の薬価がおおよそ 130-200 円であ

り、一方、ビグアナイド薬は、開始量の一日

薬価は約 20 円である 13）。つまり、DPP-4
阻害薬の薬価の高さが糖尿病医療費に影響

を与えていると考えられる。 
2 型糖尿病治療には、7 系統の作用機序の

異なる経口血糖降下薬が利用される。世界

保健機関（WHO）は糖尿病治療に関する指

針として、2 型糖尿病治療ではメトホルミ

ンを第一選択薬とすることを推奨している 
14）。日本では、「糖尿病治療のエッセンス」 
15）、「糖尿病治療ガイド」 16）、「糖尿病診療

ガイドライン」 17）において、個々の症例の

病態や薬剤の特性に基づいて治療内容を決

めることとなっている。「糖尿病標準診療マ

ニュアル第 14 版」 18）では、具体的に、治

療薬の優先順位として、ステップ 1：メトホ

ルミン、ステップ 2：DPP-4 阻害薬、ステ

ップ 3： SU 薬、ナトリウム・グルコース

共輪送体 2（SGLT2）阻害薬、α-グルコシ

ダーゼ阻害薬（α-GI 阻害薬）を順に挙げて

いる。しかし、2008-2013 年の患者情報デ

ータベースをもとに後ろ向きに 2 型糖尿病

患者に対する経口血糖降下薬の処方状況を

分析した研究では、心血管イベントの有無

を問わない 7,108 例の糖尿病患者に対して

は、第一選択薬としてビグアナイド薬

（26.5 %）が最も多く選択され、DPP-4 阻

害薬（25.2 %）は 2 番目に多く第一選択薬

として処方されており、その差はほとんど

ない 19）。 
このことから、2019 年現時点で WHO の

方針や糖尿病標準診療マニュアル第 14 版

に沿った処方を促し、結果として医療費適

正化の観点から第一選択薬としての DPP-4
阻害薬の使用減少を期待することで医療費

を適正化できる可能性があると考えられる。 
また、SU 薬全体に占める後発医薬品の使

用割合が高い都道府県では糖尿病医療費が

低い傾向にあることが分かった。例えば SU
薬のグリメピリドの場合、1 日 3mg を服用

している人の場合では、新薬の場合は 37.10
円/日に対して、後発医薬品では 15.20 円/日
となり、医療費適正化に効果が期待される。

したがって、SU 薬等の後発医薬品の使用促

進を進めるべきであると考えられる。 
糖尿病の重症化予防という点では、人口

あたり糖尿病医療費の上位 5 県において糖

尿病透析予防指導管理料が全国平均より低

いが、全国的には糖尿病透析予防指導管理

料と糖尿病医療費との間には相関は認めら

れなかった。つまり、本研究では重症化予防

を指し示す指標について、診療行為から探

ったが明らかにすることはできなかった。

これに関して、他の診療行為に重症化の指

標となるものがある可能性や糖尿病透析予

防指導管理の成果が重症化予防の結果とし

ていまだ出ていない可能性が考えられる。

よって、この点に関して今後の経時的な解

析が必要であると考えられる。 
以上の点から、糖尿病医療費が高い都道

府県においては具体的に以下の都道府県別

個別目標が挙げられる。1）特定健康診査・

特定保健指導の受診率向上を通し、糖尿病

の発症予防に取り組む。例えば、特定健康診

査・特定保健指導の受診率向上に向けて、周

知活動、受診しやすい環境整備などに取り

組むべきであると考えられる。2）2019 年

現時点で WHO の方針や糖尿病標準診療マ

ニュアル第 14 版に沿った処方を促し、結果

として医療費適正化の観点から第一選択薬

としての DPP-4 阻害薬の使用減少を期待
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する。 3）SU 薬をはじめ、糖尿病後発医薬

品の使用を促進する。 
 本研究においては次のような限界点が挙

げられる。まず、一年間のみのデータを解析

しており、結果が対象年度のみの結果であ

る。次に、本研究では糖尿病治療の代表的な

薬剤のみの解析にとどまっている。最後に、

診療行為の妥当性に注目する場合、患者数

当たり、病態等を考慮する必要があるが、本

研究では医療費適正化計画の考え方に沿い

都道府県別の人口当たりの値に注目した。 
 よって今後、経時的な分析や糖尿病治療

についての網羅的な分析が必要であると考

えられる。また、より具体的な対策を講じる

ために各都道府県の患者数、年齢、性別、罹

病期間、経口血糖降下薬・インスリン・透析

などの治療内容、合併症数を考慮した分析

を行う必要があると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
本研究より、NDB オープンデータを用い

ることで、人口当たり糖尿病医療費の地域

差の要因として、受療率の他に、DPP-4 阻

害薬処方箋料や SU 薬後発医薬品が関与し

ていることが示唆された。今後、経時的な分

析が有用となると考えられる。 
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表１ 都道府県別の糖尿病医療費, 40 歳以上人口, 受療率および関連指数

 

 
 
 

糖尿病医療
費（40歳以
上）（億円）※
1）

人口（平成27
年, 40歳以
上）（千人）※
2）

人口当たり糖
尿病医療費
（40歳以上）
（千円）※3）

受療率（人口
１０万対, 外
来）（人）※4）

SU薬※※1）
後発医薬品
使用割合※
5）

人口当たり
DPP-4阻害薬
※※2）処方箋
料（円）※5）

人口当たり糖
尿病透析予
防指導管理
料（円）※5）

北海道 733 3,421 21.4 156 0.34 2,112 4.89
青森県 200 850 23.5 208 0.32 2,280 3.14
岩手県 161 823 19.5 157 0.38 2,186 1.40
宮城県 326 1,390 23.5 164 0.29 1,966 2.76
秋田県 170 698 24.3 203 0.25 2,381 3.12
山形県 134 719 18.7 162 0.33 1,903 1.96
福島県 370 1,212 30.5 211 0.26 2,236 1.52
茨城県 506 1,778 28.5 190 0.22 2,001 3.63
栃木県 275 1,192 23.0 181 0.26 2,049 1.75
群馬県 315 1,212 26.0 191 0.30 1,944 3.89
埼玉県 744 4,312 17.2 143 0.35 1,675 1.80
千葉県 640 3,748 17.1 135 0.32 1,733 2.76
東京都 1,855 7,690 24.1 170 0.27 1,587 3.92
神奈川県 1,038 5,347 19.4 148 0.32 1,548 3.15
新潟県 338 1,457 23.2 169 0.25 1,829 2.19
富山県 167 678 24.6 173 0.31 2,041 6.36
石川県 143 701 20.4 157 0.28 2,077 5.73
福井県 112 486 23.1 183 0.33 2,179 2.93
山梨県 122 521 23.4 199 0.26 1,982 4.33
長野県 225 1,324 17.0 150 0.28 1,908 6.03
岐阜県 346 1,244 27.9 210 0.27 1,966 3.92
静岡県 456 2,280 20.0 144 0.28 1,955 1.59
愛知県 766 4,268 17.9 131 0.28 1,795 3.30
三重県 348 1,114 31.3 271 0.28 1,960 2.37
滋賀県 174 806 21.5 157 0.30 1,661 3.20
京都府 260 1,559 16.7 142 0.23 1,729 1.76
大阪府 1,169 5,272 22.2 188 0.25 1,747 4.32
兵庫県 766 3,372 22.7 185 0.25 1,793 5.15
奈良県 177 846 21.0 165 0.24 1,910 1.40
和歌山県 191 619 30.8 250 0.15 2,049 1.43
鳥取県 65 359 18.2 167 0.28 1,926 1.01
島根県 91 448 20.3 177 0.33 1,900 2.10
岡山県 272 1,163 23.4 189 0.22 2,069 3.19
広島県 555 1,714 32.4 258 0.23 2,009 1.16
山口県 224 901 24.8 196 0.23 2,028 1.38
徳島県 127 487 26.2 250 0.16 2,180 1.13
香川県 182 612 29.7 263 0.20 2,283 1.32
愛媛県 215 884 24.3 205 0.19 1,937 2.94
高知県 94 477 19.7 179 0.26 2,293 6.71
福岡県 701 2,996 23.4 177 0.27 1,732 4.16
佐賀県 92 503 18.3 191 0.27 1,956 2.89
長崎県 213 873 24.4 226 0.31 1,946 2.38
熊本県 233 1,094 21.3 182 0.27 1,906 9.94
大分県 177 731 24.2 197 0.25 2,106 4.35
宮崎県 138 689 20.1 195 0.21 1,942 0.29
鹿児島県 285 1,033 27.5 237 0.32 1,991 5.44
沖縄県 143 763 18.8 130 0.43 1,223 1.88
合計 17,034 76,666 1,077.3 8,712 － 91,612 147.95
平均 362 1,631 22.9 185 0.27 1,949 3.15
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（受療率に関して、各都道府県において、35 歳以上の推計患者数の割合は全年齢の推計患

者数の 0.97 以上を占めていた。DPP-4 阻害薬処方箋料に関して、40 歳以上に処方された

割合は 0.99 であった。人口当たり糖尿病透析予防指導管理料に関して、40 歳以上の指導管

理料の割合は 0.98 であった。） 
※1）※2 および※3 より算出

※2）総務省. 平成 27 年国勢調査. 2015. 8）

※3）厚生労働省. 医療費適正化基本方針の改正・医療費適正化計画について. 2017. 3）

※4）厚生労働省. 平成 26 年患者調査. 2015. 6）

※5）厚生労働省. 第 2 回 NDB オープンデータ 第 2 部 （データ編）. 2017. 7）

※※1）【SU 薬に含まれる薬剤】オイグルコン錠１．２５ｍｇ、オイグルコン錠２．５ｍｇ、

ダオニール錠２．５ｍｇ、グリミクロン錠４０ｍｇ、グリミクロンＨＡ錠２０ｍｇ、

アマリール０．５ｍｇ錠、アマリール１ｍｇ錠、アマリールＯＤ錠１ｍｇ、アマリー

ル３ｍｇ錠、パミルコン錠２．５ｍｇ、グリメピリド錠１ｍｇ「ＡＡ」、グリメピリド

錠１ｍｇ「ＥＭＥＣ」、グリメピリド錠１ｍｇ「ＪＧ」、グリメピリド錠１ｍｇ「ＮＰ」、

グリメピリド錠１ｍｇ「オーハラ」、グリメピリド錠１ｍｇ「ケミファ」、グリメピリ

ド錠１ｍｇ「サワイ」、グリメピリド錠１ｍｇ「三和」、グリメピリド錠１ｍｇ「タナ

ベ」、グリメピリド錠１ｍｇ「トーワ」、グリメピリド錠１ｍｇ「日医工」、グリメピリ

ド錠０．５ｍｇ「ＮＰ」、グリメピリド錠０．５ｍｇ「三和」、グリメピリド錠０．５

ｍｇ「日医工」、グリメピリドＯＤ錠１ｍｇ「ＥＭＥＣ」、グリベンクラミド錠２．５

ｍｇ「トーワ」、グリメピリド錠１ｍｇ「ＫＮ」、グリメピリド錠１ｍｇ「ＴＣＫ」、グ

リメピリドＯＤ錠１ｍｇ「ＥＭＥＣ」

※※2）【DPP-4 阻害薬に含まれる薬剤】グラクティブ錠２５ｍｇ、グラクティブ錠５０ｍ

ｇ、グラクティブ錠１００ｍｇ、ジャヌビア錠２５ｍｇ、ジャヌビア錠５０ｍｇ、ジ

ャヌビア錠１００ｍｇ、エクア錠５０ｍｇ、ネシーナ錠１２．５ｍｇ、ネシーナ錠２

５ｍｇ、トラゼンタ錠５ｍｇ、テネリア錠２０ｍｇ、スイニー錠１００ｍｇ、オング

リザ錠５ｍｇ
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